
１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

7,650,519 7,699,689 7,459,903 7,158,526 6,802,760

7,650,519 7,699,689 7,459,903 7,158,526 6,802,760

6,534,796 6,747,288 6,987,594 6,868,828

85.4% 87.6% 93.7% 96.0%

基準値 目標値

- １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

- 66.7% 65.7% 59.0% 55.0% 集計中

60% 60% 60% 60% 60% 60%

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。

一般会計
（項）障害者等職業能力開発支援費：障害者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費（全部）
障害者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費（全部）

労働保険特別会計雇用勘定
（項）障害者職業能力開発支援費：障害者に対する職業能力開発の支援に必要な経費（全部）

測定指標

参考資料の情報

○関連法令（右記検索サイトから検索できます）　ＵＲＬ：http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/
○第9次職業能力開発基本計画　ＵＲＬ：http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H110415M0010.pdf
○関連事業の行政事業レビューシート
（障害者の態様に応じた多様な委託訓練の実施）
ＵＲＬ： http://www.mhlw.go.jp/seisaku/jigyo_siwake/dl_rv3/944a.pdf

指標１
障害者職業能力開発校の修了

者における就職率

実績値

年度ごとの目標値

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

担当部局名 職業能力開発局 作成責任者名 能力開発課長　田畑一雄 報告書作成日 平成23年6月30日

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（千円、d）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

○ 第９次職業能力開発基本計画（平成２３年厚生労働省告示第143号、計画期間は平成23年度～27年度）に
より、
・障害者の障害特性やニーズに応じた専門的な職業訓練を行う施設である障害者職業能力開発校の設置や、
障害者の態様に応じた多様な委託訓練の実施により、引き続き障害特性等にきめ細かに配慮した訓練を実施
する必要がある。
・一般の職業能力開発校においては、知的障害者や発達障害者等を対象とした職業訓練コースを設けるととも
に、施設のバリアフリー化を推進し、障害者の入校を促進することにより、障害者の職業訓練機会の拡充を図る
ことが求められている。
・職業意識の啓発や就職に要する職業能力の付与等を行う座学訓練と、企業における実習を組み合わせた、
障害者向けの日本版デュアルシステムを導入し、企業の人材ニーズを踏まえた職業訓練としていく必要があ
る。
・障害者の職業能力開発に関する研究、地域における障害者職業能力開発促進事業の実施、障害者技能競
技大会の開催等により、障害者の職業能力開発を促進する必要がある。
・母子家庭の母等のうち、知識・技能・経験の不足等により就職困難な状況にある者が安定した職業に就くため
には、就業に求められる十分な能力を身につける職業訓練を受けることが不可欠である。母子家庭の母等に対
しては、準備講習付き職業訓練と託児サービスの提供を組み合わせた支援が実施されているところであり、こ
のような母子家庭の母等の特性に配慮した支援を引き続き実施していく必要がある
とされています。

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法の運
営費交付金は含まない。

区分 ２４年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a）

補正予算（b）

モニタリング結果報告書
（厚生労働省23（Ⅱ－１－６））

施策目標名 障害者、母子家庭の母等のキャリア形成を支援する（施策中目標Ⅱ－１－６）

施策の概要
本施策は、次の施策小目標を柱に実施しています。
（施策小目標１）障害者への支援を図ること
（施策小目標２）母子家庭の母等への支援を図ること


